
令和6年8月1日現在

介護報酬に係る費用 ¥719

初期加算 ¥33

日常生活継続支援加算（Ⅱ） ¥50

看護体制加算（Ⅰ） ¥5

看護体制加算（Ⅱ） ¥9

夜勤職員配置加算（Ⅳ） ¥23

個別機能訓練加算（Ⅰ） ¥13

個別機能訓練加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥22 /月

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥54 /月

協力医療機関連携加算　※月1回算定 ¥108 /月

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）　※月1回算定 ¥11 /月

安全対策体制加算　※入所時に1回算定 ¥22

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1か月の総加算×14％

居住費　※4 ¥2,030 /日

食費　※4 ¥1,445 /日

介護報酬に係る費用 ¥794

初期加算 ¥33

日常生活継続支援加算（Ⅱ） ¥50

看護体制加算（Ⅰ） ¥5

看護体制加算（Ⅱ） ¥9

夜勤職員配置加算（Ⅳ） ¥23

個別機能訓練加算（Ⅰ） ¥13

個別機能訓練加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥22 /月

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥54 /月

協力医療機関連携加算　※月1回算定 ¥108 /月

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）　※月1回算定 ¥11 /月

安全対策体制加算　※入所時に1回算定 ¥22

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1か月の総加算×14％

居住費　※4 ¥2,030 /日

食費　※4 ¥1,445 /日

介護報酬に係る費用 ¥874

初期加算 ¥33

日常生活継続支援加算（Ⅱ） ¥50

看護体制加算（Ⅰ） ¥5

看護体制加算（Ⅱ） ¥9

夜勤職員配置加算（Ⅳ） ¥23

個別機能訓練加算（Ⅰ） ¥13

個別機能訓練加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥22 /月

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥54 /月

協力医療機関連携加算　※月1回算定 ¥108 /月

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）　※月1回算定 ¥11 /月

安全対策体制加算　※入所時に1回算定 ¥22

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1か月の総加算×14％

居住費　※4 ¥2,030 /日

食費　※4 ¥1,445 /日

介護報酬に係る費用 ¥950

初期加算 ¥33

日常生活継続支援加算（Ⅱ） ¥50

看護体制加算（Ⅰ） ¥5

看護体制加算（Ⅱ） ¥9

夜勤職員配置加算（Ⅳ） ¥23

個別機能訓練加算（Ⅰ） ¥13

個別機能訓練加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥22 /月

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥54 /月

協力医療機関連携加算　※月1回算定 ¥108 /月

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）　※月1回算定 ¥11 /月

安全対策体制加算　※入所時に1回算定 ¥22

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1か月の総加算×14％

居住費　※4 ¥2,030 /日

食費　※4 ¥1,445 /日

介護報酬に係る費用 ¥1,024

初期加算 ¥33

日常生活継続支援加算（Ⅱ） ¥50

看護体制加算（Ⅰ） ¥5

看護体制加算（Ⅱ） ¥9

夜勤職員配置加算（Ⅳ） ¥23

個別機能訓練加算（Ⅰ） ¥13

個別機能訓練加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥22 /月

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）　※月1回算定 ¥54 /月

協力医療機関連携加算　※月1回算定 ¥108 /月

高齢者施設等感染対策向上加算（Ⅰ）　※月1回算定 ¥11 /月

安全対策体制加算　※入所時に1回算定 ¥22

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） 1か月の総加算×14％

居住費　※4 ¥2,030 /日

食費　※4 ¥1,445 /日

※1．上記の料金は1カ月（31日）分の算定です。

※2．療養食加算(￥7/食）など、対応が必要な方に加算させていただくことがあります。

※3．利用者負担額は「介護保険負担割合証」 をご確認下さい。「1割」・「2割」・「3割」となります。

※4．ご本人様の所得・資産などによって｢介護保険負担限度額認定証 ｣が発行された場合、1日あたりの居住費・食費が軽減されます。

第4段階（居住費￥2,030、食費￥1,445）、第3段階①（居住費￥1,370、食費￥650）、第3段階②（居住費￥1,370、食費￥1,360）

第2段階（居住費￥880、食費￥390）

※上記の費用は目安です。このままの料金になるとは限りません。

（生活保護受給者等）

負担割合　3割 ¥230,749

第3段階 ① ¥103,628

第2段階 ¥80,378

要
介
護
4

¥1,083 /日
負担割合　2割 ¥184,513

負担割合
1割

第4段階 ¥146,119

第3段階 ②

¥143,429

¥98,324

第2段階 ¥75,074

第1段階 （生活保護受給者等）

第3段階 ①

要
介
護
3

¥1,007 /日

負担割合　3割 ¥214,838

負担割合　2割 ¥179,134

負担割合
1割

第4段階

¥140,588

¥95,483

第2段階 ¥72,233

第1段階 （生活保護受給者等）

第3段階 ② ¥117,493

第3段階 ①

要
介
護
2

¥927 /日

負担割合　3割 ¥206,314

負担割合　2割 ¥173,451

負担割合
1割

第4段階

負担割合
1割

第4段階 ¥137,936

¥92,831

第2段階 ¥69,581

第1段階 （生活保護受給者等）

第1段階

要
介
護
5

¥1,157 /日

負担割合
1割

第1段階 （生活保護受給者等）

負担割合　2割 ¥189,741

第4段階 ¥148,733

第3段階 ② ¥125,638

第3段階 ① ¥101,014

第2段階

負担割合　3割

第3段階 ② ¥114,841

第3段階 ①

¥222,907

¥123,024

¥77,764

介護老人福祉施設 新吉田　ご利用料金の目安

第3段階 ② ¥120,334

要
介
護
1

¥852 /日

負担割合　3割 ¥198,358

負担割合　2割 ¥168,147



令和6年8月1日現在

1割負担 2割負担 3割負担

加算項目

退所時相談援助加算 400 429

介護職員処遇改善加算（Ⅰ） － － - - 所定単位数に加算率14％を乗じた単位数

858 1,287 退所時に相談援助等を行った場合

退所時栄養情報連携加算 70 75 150 225
厚生労働大臣が定める療養食を必要とする入所者又は低栄養状態にあると医師が判断した入所者が退所する際、
退所先に対して栄養管理に関する情報を提供した場合、１月につき１回に限り算定

退所時情報提供加算 250 268 536 804 医療機関へ退所した際、医療機関に対して心身の状況、生活歴等の情報を提供した場合、１回に限り算定

退所前連携加算 500 536 1,072 1,608 退所に先立って退所後の指定居宅介護支援事業者と調整を行った場合

退所前訪問相談援助加算 460 494 987 1,480 退所前１回（又は２回）を限度に相談援助等行った場合

在宅復帰支援機能加算 10 11 22 33 在宅復帰に向けて、ご家族様、指定居宅介護支援事業者と居宅サービスの利用に関する調整等を行った場合

外泊時費用 246 264 528 792 入院及び外泊時に施設サービス費に代えて、ひと月に６日を限度に算定

経口移行加算 28 30 60 1,287 経管栄養の入所者様で経口移行計画に基づき栄養管理を行った場合

療養食加算※1食あたり 6 7 13 20 厚生労働大臣が定める療養食を提供した場合

認知症行動・心理症状緊急対応加算 200 215 429 644
医師が、認知症の行動・心理症状が認められるため、在宅での生活が困難であり、緊急に介護福祉施設サービスを
行う必要があると判断した場合

若年性認知症入所者受入加算 120 129 258 386 若年性認知症の利用者を受け入れの際、個別で担当者を定め、サービス提供を行った場合

新興感染症等施設療養費 240 258 515 772
厚生労働大臣が定める感染症に感染した場合に相談対応、診療、入院調整等を行う医療機関を確保し、感染した入
所者に対し、適切な感染対応を行った場合に１月に１回、連続する５日を限度に算定

高齢者施設等感染対策向上加算
（Ⅱ）　（※月１回算定）

5 6 11 16 医療機関との連携の上で施設内で感染者の療養、また他の入所者への感染拡大を防止するための加算

高齢者施設等感染対策向上加算
（Ⅰ）
（※月１回算定）

10 11 22 33
医療機関との連携の上で新興感染症発生時等の対応を行う体制を確保し、一般的な感染症の発生時に協力医療機
関等と連携し適切に対応することで感染拡大を防止するための加算

協力医療機関連携加算
（※月1回算定）

100 108 215 322 協力医療機関との連携体制を構築し、より適切な対応を行う体制を確保するための加算

安全対策体制加算
（※入所時に1回算定）

20 22 43 65
外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部門を設置し、組織的に安全対策を実施する体制を整
備しているための加算

科学的介護推進体制加算（Ⅱ）
（※月1回算定）

50 54 108 161
心身の状況、疾病の状況等に係る基本的な情報を厚生労働省に提出し、必要に応じてサービス計画を見直すなど、
サービスの提供に当たって適切かつ有効に必要な情報を活用するための加算

口腔衛生管理加算（Ⅱ）
（※月１回算定）

110 118 236 354
口腔衛生管理の内容等の情報を厚生労働省に提出し、口腔衛生等の管理の実施に当たって当該情報その他口腔
衛生管理の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用するための加算

口腔衛生管理加算（Ⅰ）
（※月１回算定）

90 97 139 290
口腔衛生管理体制を整備し、歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士による助言及び指導のもと口腔衛
生の管理を行うための加算

個別機能訓練加算（Ⅱ）
（※月1回算定）

20 22 43 65
個別機能訓練計画の内容等の情報を厚生労働省に提出し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能訓練
の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活用するための加算

個別機能訓練加算（Ⅰ） 12 13 26 39 個別機能訓練計画を作成し機能訓練を行っている為の加算

夜勤職員配置加算（Ⅳ） 21 23 45 68
夜勤帯（１７時～翌９時）における介護職員・看護職員の数が最低基準を１人以上上回っていること及び夜勤時間帯
を通じて、喀痰吸引等の実施ができる介護職員を配置しているための加算

看護体制加算（Ⅱ） 8 9 17 26
看護職員の数が入所者２５人に対して１以上かつ看護職員により病院等と連携して２４時間連絡体制を確保し必要に
応じ健康管理等を行う体制を整えている為の加算

看護体制加算（Ⅰ） 4 5 9 13 常勤の正看護師を１名以上配置しているための加算

日常生活継続支援加算（Ⅱ） 46 50 99 148
前６月間又は前１２月間における新規入所者の総数のうち、要介護度4～５の割合が70％以上又は認知症日常生活
自立度Ⅲ以上の割合が65％以上又はたんの吸引等が必要な割合が15％以上であり介護福祉士を入所者の数が６
又はその端数を増すごとに１以上配置しているための加算

初期加算 30 33 65 97 入所後３０日間のみ

1,900 2,850

要介護５ 955 1,024 2,048 3,072

ユニット型介護福祉施設サービス費

要介護２ 740 794 1,587 2,380

要介護３ 815 874 1,748
介護報酬
に係る費

用

要介護１ 670 719 1,437 2,155

2,621

要介護４ 886 950

介護老人福祉施設 新吉田　利用料金表（１日あたりの目安）　　※地域区分2級地（10.72円/単位）

項目 単位
金額（円）

備考

別紙1-1



別紙1-2

第４段階の方

第３段階①②の方

第２段階の方

第１段階の方

第４段階の方

第３段階②の方

第３段階①の方

第２段階の方

第１段階の方

健康管理費（インフルエンザ予防接種代等）

売店購入代

協力医療機関以外の通院にかかる交通費

※居住費等の利用者負担段階区分

　・第４段階　　　第１～３段階以外の方

　・第３段階②　 市民税非課税世帯の方で公的年金等の収入額とその他の合計所得金額と非課税年金収入額の合計が年間120万円超で

　　　    　    　　 預貯金等の合計額が500万円以下（配偶者がいる場合は夫婦の合計額1,500万円以下）の方

　・第３段階①　 市民税非課税世帯の方で公的年金等の収入額とその他の合計所得金額と非課税年金収入額の合計が年間80万円超120万円以下で

　　　　 　　   　　預貯金等の合計額が 550万円以下（配偶者がいる場合は夫婦の合計額1,550万円以下）の方

　・第２段階　　　市民税非課税世帯の方で公的年金等の収入額とその他の合計所得金額と非課税年金収入額の合計が年間80万円以下の方で

　　　　　　 　 　　預貯金等の合計額が650万円以下（配偶者がいる場合は夫婦の合計額が1,650万円以下）の方

　・第１段階　  　市民税非課税世帯で老齢福祉年金を受給されている方、生活保護を受給されている方

その他費用

実費

薬価収載されていない医療材料費

理美容代

私物洗濯代

（外部業者に出すクリーニング代）

5,500

利用者の希望する日用品

（利用者が自ら持込む物品以外）

項目 金額（円）

居住費等

居住費
（建設費用、光熱水費、修繕・維持費用）

2,030

1,370

趣味・嗜好品、外注食の飲食代等

レクリエーション等にかかる物品代

死亡診断書作成料

300

食費

880

1,445

1,360

650

390

※入院等の理由により月7日以上外泊された場合、７日目から施設に戻る前日までの居住費は
減額証の有無に係らず、第４段階の料金とさせていただきます。

880

備考



介護老人福祉施設 新吉田 運営規程 

 

（事業の目的） 

第１条 社会福祉法人怡土福祉会が開設する介護老人福祉施設新吉田（以下「施設」とい

う。）が行う、指定介護老人福祉施設事業の適切な運営を確保するために、人員及

び管理運営に関する事項を定め、要介護状態にある入所者に対し、適切な施設サ

ービスを提供することを目的とする。 

 

（運営の方針） 

第２条 施設は、施設サービス計画に基づき、可能な限り、居宅での生活への復帰を念頭

に置いて、入浴、排泄、食事等の介護、相談・援助、社会生活上の便宜の供与、そ

の他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上のサービスを行う。 

２．入所者の人格を尊重し、常に入所者の立場に立ったサービスの提供に努めるととも

に、入所者及び家族のニーズを的確に捉え、入所者が必要とする適切なサービスを提

供する。 

３．明るく家庭的な雰囲気の下、地域や家庭との結び付きを重視した運営を行い、市区

町村、居宅介護支援事業者、居宅サービス事業者、他の介護保険施設、保健医療サー

ビス・福祉サービスの提供者との密接な連携に努める。 

４．適切な介護技術をもってサービスを提供する。 

５．常に提供したサービスの質の管理・評価を行う。 

 

（施設の名称等） 

第３条 施設の名称及び所在地は、次のとおりとする。 

（１）名 称 介護老人福祉施設 新吉田 

（２）所在地 神奈川県横浜市港北区新吉田町５７２８－１ 

 

（職員の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 施設に勤務する職員の職種、員数、及び職務内容は次のとおりとする。 

（１） 施設長（管理者）  １名（常勤、兼務） 

     施設長（管理者）は、施設の職員の管理及び業務の管理を一元的に行う。 

（２） 医師        １名（非常勤、兼務） 

入所者の健康の状況に注意するとともに、健康保持のため適切な措置を行う。 

（３） 介護支援専門員   ２名（常勤、専従） 

     施設サービス計画の作成を行う。 

（４） 生活相談員     ３名（常勤、兼務） 

     入所者の生活相談、処遇の企画や実施等を行う。 

（５） 管理栄養士     １名（常勤、兼務） 

     食事の献立作成、栄養計算、入所者に対する栄養指導等を行う。 



（６） 看護職員     １０名（常勤、専従）２名（非常勤、専従） 

     入所者の保健衛生並びに看護業務を行う。 

（７） 介護職員     ８０名（常勤、専従） 

     入所者の心身の状況等的確に把握し、入所者に対し適切な介助を行う。 

（８） 機能訓練指導員   ２名（常勤、兼務） 

     入所者が日常生活を営むのに必要な機能の減退を防止するために必要な機能訓

練を行う。 

（９） 事務員       １名（常勤、兼務） 

     経理事務・介護保険関係事務を行うほか、入所者の事務代行を行う。 

（１０）その他の職員 

     上記職種の他、職務内容に応じて必要な職員を置く。 

 

（入所定員） 

第５条 施設の入所定員は、２００名とする。 

 ２．施設のユニット数は２０ユニットとする。 

 ３．ユニットごとの定員は次のとおりとする。 

（１） １丁目１番地 １０名 

（２） １丁目２番地 １０名 

（３） １丁目３番地 １０名 

（４） １丁目４番地 １０名 

（５） １丁目５番地 １０名 

（６） １丁目６番地 １０名 

（７） １丁目７番地 １０名 

（８） １丁目８番地 １０名 

（９） ２丁目１番地 １０名 

（１０）２丁目２番地 １０名 

（１１）２丁目５番地 １０名 

（１２）２丁目６番地 １０名 

（１３）３丁目１番地 １０名 

（１４）３丁目２番地 １０名 

（１５）３丁目３番地 １０名 

（１６）３丁目４番地 １０名 

（１７）３丁目５番地 １０名 

（１８）３丁目６番地 １０名 

（１９）３丁目７番地 １０名 

（２０）３丁目８番地 １０名 

 ４．災害等やむをえない場合を除き、入所定員及び居室の定員を超えて利用できない。 

 



 

（入所者に対する指定介護福祉施設サービスの内容及び利用料その他の費用の額） 

第６条 指定介護老人福祉施設事業の内容は次のとおりとする。 

（１）日常生活上の援助 

（２）健康状態の確認 

（３）機能訓練サービス 

（４）入浴サービス 

（５）食事サービス 

（６）相談・援助に関すること 

（７）レクリエーション行事の実施 

（８）施設サービス計画の作成 

（９）その他入所者が適切なサービスを利用できる為の便宜の提供 

 ２．施設は、法定代理受領サービスに該当する指定介護福祉サービスを提供した場合、

入所者から利用料の一部として、当該施設サービス費用基準額から施設介護サービス

費の額を控除して得た額の支払を受けるものとする。 

３．法定代理受領サービスに該当しない指定介護老人福祉施設サービスを提供した際に

入所者から支払を受ける利用料の額と、サービス費用基準額との間に、不合理な差額

が生じないようにする。 

 ４．前項の支払を受ける額のほか、別紙利用料金表に掲げる項目については、別に料金

の支払を受けるものとする。 

 ５．前項の費用の支払を受ける場合には、入所者又はその家族に対し事前に文書を交付

して説明を行い、支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受けることとする。 

 

（施設利用に当たっての留意事項） 

第７条 入所者は、共同生活の秩序を保ち、相互の親睦に努める。 

 ２．入所者が外出・外泊を希望する場合には、所定の手続きにより管理者に届け出る。 

 ３．入所者は健康に留意するものとし、施設で行う健康診断は、特別な理由がない限り

受診する。 

 ４．入所者は施設の清潔、整頓、その他環境衛生の保持のために施設に協力する。 

 ５．入所者は施設内で次の行為をしてはならない。 

 （１）宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、又は自己の利益のために他人の自由を侵

すこと。 

 （２）けんか、口論、泥酔などで他の入所者等に迷惑を及ぼすこと。 

 （３）施設の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。 

 （４）指定した場所以外で火気を用いること。 

 （５）故意に施設もしくは物品に損害を与え、またはこれを持ち出すこと。 

 ６．入所者は、サービスに係る利用料等を当該サービスを利用した月の翌月末日までに

速やかに支払うものとする。 



７．入所にあたり入所者は施設と利用契約を締結する。契約の有効期限は要介護認定の 

有効期限と同じだが、入所用件が満たされていれば、自動的に更新する。 

８． 入所者は、理由の如何を問わずいつでも契約を解除することができる。 

９． 以下の場合は、連絡がなくとも契約は自動的に終了する。 

（１）他の介護保険施設や認知症対応型共同生活介護施設等へ入所した場合 

（２）介護認定区分が、非該当・要支援となった場合 

（３）死亡または被保険者資格を喪失した場合 

１０．以下の場合は、施設から通知の上契約を解除する。 

   （１）施設で実施される入退所検討委員会において、退所して自宅で生活ができ

ると判断された場合。 

（２）サービスの利用料金を３ヶ月以上滞納し、支払いを催告したにもかかわら

ず１０日以内に入金がない場合。 

（３）医療機関へ入院し、明らかに３ヶ月以内に退院できる見込みがないことが

判明した場合。または、３ヶ月を経過しても退院できない場合。 

（４）やむを得ず、施設を縮小または閉鎖する場合。 

（５）要介護１又は２であって特例入所の要件に該当しなくなった場合。 

   （平成２７年３月３１日までに入所した入所者は除く） 

 

（非常災害対策） 

第８条 施設は、非常災害に備えて必要な設備（スプリンクラー・消火器・防火扉・非常

用自動通報装置）を設け、防災、避難に関する計画を作成する。 

 ２．非常災害に備え、年２回以上、避難、救出その他必要な訓練等を行う。 

 

（協力病院等） 

第９条 入院治療を必要とする入所者のために協力病院を定める。また、協力歯科医療機

関を定める。 

（１）医療法人社団朝菊会クリニック池辺  神奈川県横浜市都筑区池辺町２２１８ 

（２）医療法人社団恵生会上白根病院    神奈川県横浜市旭区上白根２－６５－１ 

（３）医療法人社団藤栄会日航ビル歯科室  神奈川県川崎市川崎区日進町 1－６F                            

（４）医療法人社団マイスター 藤が丘マイスター訪問歯科 

              神奈川県横浜市青葉区藤が丘１－２８－１７T-BOX２階 

（秘密の保持） 

第１０条 職員は、正当な理由なく業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を他に漏ら

してはならない。 

 ２．職員に対しては、退職後も、業務上知り得た入所者又はその家族の秘密を保持させ

る為、雇用契約の内容とする。 

 ３．居宅介護支援事業者等に対して、入所者に関する情報を提供する際には、あらかじ

め入所者の同意を得る。 



（虐待の防止） 

第１１条 事業者は、虐待の発生又はその再発を防止するため、次の各号に定める措置を

講じるよう努めるものとする。 

（１）事業所における虐待の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活 

用して行うことができるものとする。）を定期的に開催するとともに、その結果に 

ついて、従業者に周知徹底を図る。 

(２) 事業所における虐待の防止のための指針を整備する。 

 (３) 事業所において、従業者に対し、虐待の防止のための研修を定期的に実施する。 

(４) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置く。 

 

（身体拘束） 

第１２条 施設は、入所者又は他の入所者等の生命又は身体を保護するため緊急やむを

得ない場合を除いて、身体的拘束その他入所者の行動を制限する行為（以下「身

体的拘束等」と言う。）を行わない。 

２．緊急やむを得ず身体的拘束等を行う場合には、その態様及び時間、その際の入所者

の心身の状況、緊急やむを得なかった理由を記録し、家族等にも説明を行う。 

３．事業所は、身体的拘束等の適正化を図るため、次に掲げる措置を講じなければなら

ない。 

 (１) 身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用

して行うことができるものとする。）を３月に１回以上開催するとともに、その結果

について、介護事業者その他の従業者に周知徹底を図ること。 

 (２) 身体的拘束等の適正化のための指針を整備すること。 

 (３) 介護従業者その他の従業者に対し、身体的拘束等の適正化のための研修を定期的

に実施すること。 

 

 

（苦情対応） 

第１３条 施設は、提供したサービスに関する入所者からの苦情に対して、迅速かつ適切

に対応するため、別紙の苦情・相談フローチャートの通り、施設長、介護課長、

介護支援専門員、担当生活相談員、第三者委員、又は行政機関が受付窓口となり、

事実関係調査の実施、改善措置、入所者又は家族に対する説明、記録の整備その

他必要な措置を講じるものとする。 

・苦情解決責任者 施設長 

・苦情受付担当者 副施設長、介護支援専門員、生活相談員 

・第三者委員 

・行政機関への問合せ先 

神奈川県国民健康保険団体連合会   TEL：045-453-6221 

横浜市健康福祉局高齢施設課     TEL：045-671-3923 



横浜市港北区福祉保健センター    TEL：045-540-2317 

 

２．提供するサービスに関して、市町村からの文書の提出・提示の求め、または市町村

職員からの質問・紹介に応じ、入所者からの苦情に関する調査に協力する。市町村か

ら指導または助言を得た場合は、それに従い、必要な改善を行う。 

３．サービスに関する入所者からの苦情に関して、国民健康保険団体連合会の調査に協

力すると共に、国民健康保険団体連合会から助言を得た場合は、それに従い、必要な

改善を行う。 

 

（地域との連携等） 

第１４条 施設は、運営に当たって、地域住民又は住民の活動との連携、協力を行うなど、

地域との交流に努める。 

 

（事故発生時の対応） 

第１５条 施設は、入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場 

は、速やかに市町村、家族等に連絡を行うと共に、必要な措置を講じる。 

２．施設は、入所者に対するサービスの提供により賠償すべき事故が発生した場合は、損

害賠償を速やかに行う。 

３．施設は、前項の損害賠償のために損害賠償保険に加入する。 

 

（緊急時等の対応） 

第１６条 職員は、介護老人福祉施設サービスの提供中に入居者の病状の急変、その他の

緊急事態等が生じた時には、あらかじめ施設の医師との連携方法その他緊急時等におけ

る対応方法を定めておくこととする。 

 

（従業者の研修） 

第１７条 施設は従業者の資質の向上を図るため、採用時３ヶ月以内、また、１年に１回

以上研修の機会を確保する。 

 

（委任） 

第１８条 この規程に定める事項のほか、施設の運営に関する重要事項は、理事長が定め

る。 

 

付則 

この規程は、平成２１年 ５月 １日から施行する。 

この規程は、平成２３年１１月 １日から施行する。 

この規程は、平成２４年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２４年 ８月 １日から施行する。 



この規程は、平成２５年 ８月１４日から施行する。 

この規程は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２６年 ６月２１日から施行する。 

この規程は、平成２７年 ２月 １日から施行する。 

この規程は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、平成２８年 ８月 １日から施行する。 

この規程は、平成３０年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ３年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ５年１０月 ６日から施行する。 

この規程は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。 

この規程は、令和 ６年 ８月 １日から施行する。 

  

 


